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令和４年１１月１６日～１２月１５日 

「要介護者の在宅生活の継続」と「介護者の就労継続」の２つの視点に基づき、介護
保険サービスの利用実態との関係等を分析することで、在宅生活の継続や介護者の
就労継続等に資する取組を検討する 
在宅で生活している要支援・要介護認定を受けている方のうち、「要支援・要介護認
定の更新申請・区分変更申請」に伴う認定調査を受ける方とその介護者等 
抽出調査・聞き取り調査 

国が定める項目 
令和４年１１月１日～令和５年４月２８日 

有効回答者数 339 件 
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現在自宅等にお住まいの方で、「現在のサービス利用では、生活の維持が難しくなっ
ている方」の、①人数、②生活の維持が難しくなっている理由、③生活の改善のため
に必要な支援・サービス等を把握する 
居宅介護支援事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介
護事業所の介護支援専門員 
全件調査・郵送調査 

国が定める項目 
令和５年２月１０日～３月２０日 

80.5％（有効回答件数 33 件） 
 

①過去１年間で施設・居住系サービスから居所を変更した方の人数や、②その理由
等を把握する 
施設、居住系サービス事業所（住宅型有料老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付
き高齢者向け住宅、グループホーム、（地域密着型）特定施設、介護老人保健施設、
介護療養型医療施設・介護医療院、（地域密着型）特別養護老人ホーム） 
全件調査・郵送調査 

57.1％（有効回答件数 32 件） 
令和５年２月１０日～３月２０日 

国が定める項目 
 

介護人材の①性別・年齢構成、②資格保有状況、③過去１年間の採用・離職の状況、
④訪問介護サービスにおけるサービス提供の実態などを把握する 
施設・居住系サービス、通所系サービス、訪問系サービス、小規模多機能型居宅介
護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
全件調査・郵送調査 

49.1％（有効回答件数 84 件） 

令和５年２月１０日～３月２０日 
国が定める項目＋市独自の項目 
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前述の調査と介護保険事業計画の関係性については、下図のようになります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、在宅生活改善調査・居所変更実態調査・介護人材実態調査のポイントは下表のとおりです。 
 

在
宅
生
活
改
善
調
査 

・過去１年間で、自宅等から居所を変更した人（住み慣れた住まいで暮らすことができな
くなった人）は、どの程度いるか? 

・現在、生活の維持が難しくなっている人は、どのような人で、どの程度いるか?（継続
的に調査し、その人数を減らすことはできないか） 

・生活の維持が難しくなっている理由、生活改善に必要な支援・サービスは何か?（サー
ビス提供体制の構築方針の検討） 

居
所
変
更
実
態
調
査 

・過去１年間で居所を変更した人と、死亡した人は、どの程度いるか?（どの程度の方
が、最後までその施設等で暮らし続けることができたのか） 

・居所を変更する理由として、多いものは何か?（どのような機能を強化することで、そ
の施設等で暮らし続けることができるようになるのか） 

・各施設・居住系サービスで、各医療処置を受けている人の人数はどの程度か?（各医療
処置への対応が可能な施設・居住系サービスはどこか） 

介
護
人
材
実
態
調
査 

・サービス系統別の、介護職員の性別・雇用形態別の年齢構成は?（サービス系統別に大
きな偏りはみられないか） 

・過去１年間の、サービス系統別の採用・離職の実態は?（要介護者数の増加に比して、
介護職員数は増加しているか） 

・訪問介護のサービス提供に、見直しの余地はないか?（生活援助について、地域のボラ
ンティア等が担う余地はないか） 

 

 

厚生労働省より示された「介護保険事業計画における施策反映のための手引き」に基づき、各調
査結果を以下にとりまとめました。 
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施設等の検討について、要介護度別にみると、要介護度が重くなるにつれて、「検討していな
い」の割合は少なくなっています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要介護度別に介護者が感じる不安をみると、要介護度が重くなるにつれて、「日中の排泄」「夜

間の排泄」「入浴・洗身」「身だしなみ（洗顔・歯磨き等）」「屋内の移乗・移動」「認知症状への対
応」「食事の準備（調理等）」の割合が高くなっています。 

前回調査と比較すると、「日中の排泄」「夜間の排泄」「認知症状への対応」の割合は下がってい
ますが、依然として介護者が不安に感じる介護として上位に挙がっています。 
 

  

97.1%

90.3%

63.9%

1.5%

9.0%

22.9%

1.5%

0.7%
13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=68)

要介護１・２(n=145)

要介護３以上(n=83)

検討していない 検討中 申請済み
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2.2%

2.2%

0.0%

13.0%

2.2%

6.5%

6.5%

45.7%

2.2%

6.5%

0.0%

17.4%

37.0%

23.9%

2.2%

10.9%

21.7%

9.8%

17.9%

4.9%

18.7%

2.4%

8.9%

17.1%

34.1%

22.0%

33.3%

3.3%

20.3%

20.3%

10.6%

3.3%

8.1%

1.6%

26.3%

30.3%

2.6%

22.4%

5.3%

3.9%

21.1%

32.9%

9.2%

42.1%

5.3%

22.4%

17.1%

7.9%

2.6%

5.3%

0.0%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=46) 要介護１・２(n=123) 要介護３以上(n=76)
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「サービス利用の組み合わせ」と「施設等検討の状況」の関係をみると、いずれのサービス利
用においても、「検討していない」の割合が約６割となっており、要介護度が重度化しても、施設
等でなく「在宅で生活を継続できる」と考えている方が多いことがうかがわれます。 

また、「サービス利用の組み合わせ」と「要介護度」の関係をみると、要介護度の重度化に伴っ
て、「訪問系のみ」＋「訪問系を含む組み合わせ」の割合が高くなる傾向があります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

64.3%

59.3%

62.5%

14.3%

22.2%

28.1%

21.4%

18.5%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問系のみ(n=14)

訪問系を含む組み合わせ(n=27)

通所系・短期系のみ(n=32)

検討していない 検討中 申請済み

34.2%

15.4%

11.1%

19.2%

19.9%

16.7%

15.1%

22.4%

33.3%

31.5%

42.3%

38.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=73)

要介護１・２(n=156)

要介護３以上(n=90)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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「介護者が不安に感じる介護」と「訪問系サービスの利用回数」の関係をみると、訪問系サー
ビスの利用回数の増加とともに「日中・夜間の排泄」と「認知症状への対応」について、介護者
の不安が軽減する傾向がみられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28.2%

33.3%

0.0%

28.2%

5.1%

5.1%

17.9%

23.1%

12.8%

56.4%

2.6%

25.6%

12.8%

5.1%

2.6%

5.1%

0.0%

28.6%

33.3%

4.8%

14.3%

4.8%

0.0%

28.6%

28.6%

4.8%

33.3%

4.8%

9.5%

28.6%

14.3%

4.8%

0.0%

0.0%

18.8%

18.8%

6.3%

18.8%

6.3%

6.3%

18.8%

62.5%

6.3%

18.8%

12.5%

31.3%

12.5%

6.3%

0.0%

12.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

訪問系_0回(n=39) 訪問系_1～14回(n=21) 訪問系_15回以上(n=16)
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要介護度別の「訪問診療の利用の有無」から、要介護度の重度化に伴い、訪問診療の利用割合
が増加する傾向がみられます。 

また、訪問診療を利用しているケースでは、訪問診療を利用していないケースと比較して、短
期系サービスの利用割合が低い傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0%

3.8%

5.4%

11.8%

12.2%

35.3%

72.7%

100.0%

96.2%

94.6%

88.2%

87.8%

64.7%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１(n=17)

要支援２(n=52)

要介護１(n=56)

要介護２(n=93)

要介護３(n=41)

要介護４(n=34)

要介護５(n=11)

利用している 利用していない

0.0%

16.4%

24.0%

13.1%

48.0%

27.9%

28.0%

42.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している(n=25)

利用していない(n=61)

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ
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家族等介護者のうち、就労している人は全体の４割強となっており、フルタイム勤務が２割
台、パートタイム勤務が２割弱となっています。 

また、「就労状況」と「就労継続の見込み」の関係をみると、フルタイム勤務・パートタイム勤
務ともに、「問題はあるが、何とか続けていける」が５割を超えており、「問題なく、続けていけ
る」は約３割にとどまっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.6% 17.4% 50.9%
1.1%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=281)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答

28.1%

31.1%

51.6%

55.6%

6.3%

4.4%
6.3%

0.0%

7.8%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=64)

パートタイム勤務(n=45)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
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職場における働き方の調整状況を就労継続見込み別にみると、「問題なく、続けていける」とす
る人は、「特に行っていない」が 68.8％となっている一方で、「問題はあるが、何とか続けてい
る」「続けていくのは「やや＋かなり難しい」と感じている人は、何らかの調整をしており、特に
「動労時間の調整」が多くなっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

68.8%

18.8%

6.3%

3.1%

6.3%

0.0%

36.2%

43.1%

20.7%

1.7%

13.8%

0.0%

0.0%

50.0%

30.0%

20.0%

30.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短

時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働

いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を

取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いて

いる

介護のために、2～4以外の調整をしながら、働いて

いる

わからない

問題なく、続けていける(n=32)

問題はあるが、何とか続けていける(n=58)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=10)
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今後の在宅生活継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護については、就労の継続が困難
と考えている人ほど、「認知症への対応」「外出の付き添い、送迎等」「日中の排泄」「食事の準備
（調理等）」の割合が高くなる傾向にあります。そのため、これらの介護が「在宅生活を継続しな
がらの就労継続」について、介護者が可否を判断するポイントとなっている可能性があります。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.7%

6.7%

0.0%

16.7%

3.3%

0.0%

13.3%

33.3%

16.7%

20.0%

0.0%

13.3%

13.3%

13.3%

10.0%

13.3%

10.0%

14.0%

26.3%

3.5%

21.1%

5.3%

7.0%

10.5%

33.3%

21.1%

40.4%

0.0%

24.6%

21.1%

12.3%

1.8%

5.3%

0.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

0.0%

10.0%

30.0%

40.0%

10.0%

50.0%

0.0%

30.0%

20.0%

20.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

問題なく、続けていける(n=30)

問題はあるが、何とか続けていける(n=57)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=10)
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「利用している保険外の支援・サービス」と「フルタイム勤務」の関係をみると、「利用してい
ない」が約６割となっています。しかしながら、在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス
をみると、非常に多くの支援・サービスを必要と感じており、特に「外出同行（通院・買い物な
ど）が３割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.2%
0.0%

5.6%
4.2%
5.6%

2.8%
6.9%

1.4%
1.4%

5.6%
58.3%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80%

配食
調理

掃除・洗濯
買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し
外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）
見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場
その他

利用していない
無回答

合計(n=72)

13.9%
4.2%

11.1%
8.3%
9.7%

31.9%
13.9%

19.4%
2.8%
4.2%

33.3%
13.9%

0% 20% 40% 60% 80%

配食
調理

掃除・洗濯
買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し
外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）
見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場
その他

特になし
無回答

合計(n=72)
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過去１年間に、自宅等から居場所を変更している人は 352 人、死亡した人は 189 人となってい
ます。調査票の回収率から、市全体では居所変更した人は 437 人程度、死亡した人は 235 人程度
と推計されます。 

また、居場所を変更した利用者のうち、要介護３以上が６割以上となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

秦野市全体で、過去1年間に
自宅等で死亡した利用者数 235人

秦野市全体で、過去1年間に
自宅等から居所を変更した利用者数 437人

粗推計 回答実数

189人

352人

65.1% 34.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=541)

居所変更 死亡

0.0%

0.0%

14.8% 23.3% 27.3% 23.0% 11.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=352)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
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居場所を変更した利用者のうち、市内での移動は 67.6％となっており、「介護老人保健施設」
が 23.6％で最も多くなっています。一方、市外への移動で最も多いのは「特別養護老人ホーム」
となっています。 
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現在、自宅等にお住まいで、生活の維持が難しくなっている該当者は、全体の 7.2％で 143 人
となっています。調査票の回収率から、市全体では 178 人程度と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自宅・サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに
居住する利用者のうち、生活の維持が難しくなっている割合

秦野市全体で、在宅での生活の維持が
難しくなっている利用者数

7.2%

178人
81人
96人

合計

粗推計 回答実数

（要介護2以下）

（要介護3以上）

143人
65人
77人

1.6%6.9%

0.4%

91.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=1980)

自宅等に居住／生活上の問題はない 自宅等に居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活の維持が難しい サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活上の問題はない

1.6%

6.9%

0.4%

91.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1980)

自宅等に居住／生活上の問題はない 自宅等に居住／生活の維持が難しい

サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活の維持が難しい サ高住・住宅型有料・軽費老人ホームに居住／生活上の問題はない
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現在、自宅等で生活している要支援・要介護者のうち、生活の維持が難しくなっている人は、
「独居世帯で、自宅等（借家）に住む、要介護２以下の方」で、全体の 13.3％を占めています。 

また、上位３パターンで全体の３割を占めることも分かります。 
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本人の状態に属する理由で、自宅等での生活の維持が難しくなっているのは、要介護２以下で
は「認知症の症状の悪化」、要介護３以上では「必要な身体介護の増大」が理由としては多く、ま
た共通して多い理由としては、「必要な生活支援の発生・増大」が挙げられます。 

「必要な身体介護の増大」が理由の具体的な内容は、要介護３以上で「排泄」が多くなってい
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 「必要な身体介護の増大」が理由の人の具体的な内容（複数回答） 

 

  

50.3%

71.3%

61.5%

25.2%

25.2%

3.5%

0.0%

0.0%

50.8%

60.0%

61.5%

16.9%

32.3%

3.1%

0.0%

0.0%

50.6%

81.8%

61.0%

32.5%

19.5%

3.9%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

必要な生活支援の発生･増大

必要な身体介護の増大

認知症の症状の悪化

医療的ｹｱ･医療処置の必要性の高まり

その他､本人の状態等の悪化

本人の状態等の改善

該当なし

無回答

合計(n=143) 要支援1～要介護2(n=65) 要介護3～要介護5(n=77)

41.2%

64.7%

40.2%

61.8%

58.8%

60.8%

52.9%

7.8%

1.0%

41.0%

53.8%

23.1%

41.0%

33.3%

59.0%

43.6%

2.6%

2.6%

41.3%

71.4%

50.8%

74.6%

74.6%

61.9%

58.7%

11.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

見守り･付き添い

移乗･移動

食事摂取

排泄(日中)

排泄(夜間)

入浴

更衣･整容

その他

無回答

合計(n=102) 要支援1～要介護2(n=39) 要介護3～要介護5(n=63)
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62.5%

67.0%

67.0%

63.6%

31.8%

21.6%

25.0%

30.7%

21.6%

14.8%

14.8%

1.1%

55.0%

57.5%

65.0%

65.0%

22.5%

22.5%

20.0%

30.0%

15.0%

12.5%

7.5%

2.5%

70.2%

74.5%

68.1%

61.7%

38.3%

19.1%

27.7%

29.8%

25.5%

17.0%

21.3%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

家事に支障がある

一人での外出が困難

薬の飲み忘れ

金銭管理が困難

意欲の低下

徘徊がある

暴言･暴力などがある

強い介護拒否がある

深夜の対応

近隣住民等とのﾄﾗﾌﾞﾙ

その他

無回答

合計(n=88) 要支援1～要介護2(n=40) 要介護3～要介護5(n=47)

2.8%

0.0%

8.3%

11.1%

8.3%

0.0%

2.8%

11.1%

8.3%

2.8%

22.2%

5.6%

8.3%

13.9%

19.4%

8.3%

0.0%

0.0%

9.1%

9.1%

9.1%

0.0%

0.0%

18.2%

0.0%

0.0%

18.2%

0.0%

0.0%

9.1%

27.3%

18.2%

4.0%

0.0%

8.0%

12.0%

8.0%

0.0%

4.0%

8.0%

12.0%

4.0%

24.0%

8.0%

12.0%

16.0%

16.0%

4.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

点滴の管理

中心静脈栄養

透析

ｽﾄｰﾏの処置

酸素療法

ﾚｽﾋﾟﾚｰﾀｰ

気管切開の処置

疼痛の看護

経管栄養

ﾓﾆﾀｰ測定

褥瘡の処置

ｶﾃｰﾃﾙ

喀痰吸引

ｲﾝｽﾘﾝ注射

その他

無回答

合計(n=36) 要支援1～要介護2(n=11) 要介護3～要介護5(n=25)
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本人の意向に属する理由で、自宅等での生活の維持が難しくなっているのは、要介護２以下で
は「その他、本人の意向等があるから」、要介護３以上では「費用負担が重いから」が理由として
は多くなっています。 

また、家族等介護者の意向・負担等に属する理由では、共通して「介護者の介護に係る不安・
負担量の増大」が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.9%

23.1%

14.0%

9.1%

18.2%

35.0%

12.6%

1.4%

32.3%

27.7%

21.5%

6.2%

13.8%

46.2%

4.6%

1.5%

19.5%

19.5%

7.8%

11.7%

22.1%

26.0%

19.5%

1.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

本人が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽの利用を望まないから

生活不安が大きいから

居住環境が不便だから

本人が介護者の負担の軽減を望むから

費用負担が重いから

その他､本人の意向等があるから

該当なし

無回答

合計(n=143) 要支援1～要介護2(n=65) 要介護3～要介護5(n=77)

49.7%

9.8%

29.4%

19.6%

14.0%

27.3%

18.2%

14.7%

5.6%

46.2%

7.7%

23.1%

16.9%

12.3%

30.8%

13.8%

21.5%

7.7%

51.9%

10.4%

33.8%

20.8%

15.6%

23.4%

22.1%

9.1%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護者の介護に係る不安･負担量の増大

介護者が､一部の居宅ｻｰﾋﾞｽの利用を望まないから

家族等の介護等技術では対応が困難

費用負担が重いから

家族等の就労継続が困難になり始めたから

本人と家族等の関係性に課題があるから

その他､家族等介護者の意向等があるから

該当なし

無回答

合計(n=143) 要支援1～要介護2(n=65) 要介護3～要介護5(n=77)



20 

２割強の方が「在宅サービスの改善で、生活の維持が可能」であり、「緊急で特養への入所が必
要」な人は５名と極めて少数です。一方、特養以外の「その他施設等の待機者」は、住宅型有料
老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅、グループホーム、特定施設、介護老人保健施設、介
護医療院等のニーズであり、全体の半数を超えています。 
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「その他施設等の待機者」では、特別養護老人ホーム、特定施設、グループホーム、サ高住、
介護老人保健施設などが多くなっています。一方、「在宅サービス待機者」では、ショートステ
イ、特別養護老人ホーム、特定施設、訪問介護・訪問入浴、訪問看護、小規模多機能が多くなっ
ています。 

 

 

 

  

在宅サービス待機者(28人)その他施設等の待機者(64人)生活の改善に
必要なサービス

7.1%2人住宅型有料18.8%12人住宅型有料

住まい・施設等

10.7%3人サ高住29.7%19人サ高住

3.6%1人軽費老人ホーム0.0%0人軽費老人ホーム

7.1%2人グループホーム31.3%20人グループホーム

25.0%7人特定施設32.8%21人特定施設

7.1%2人介護老人保健施設23.4%15人介護老人保健施設

3.6%1人療養型･介護医療院18.8%12人療養型･介護医療院

32.1%9人特別養護老人ホーム46.9%30人特別養護老人ホーム

53.6%15人ショートステイ

－在宅サービス

21.4%6人訪問介護､訪問入浴

3.6%1人夜間対応型訪問介護

21.4%6人訪問看護

14.3%4人訪問リハ

25.0%7人通所介護､通所リハ､
認知症対応型通所

17.9%5人定期巡回サービス

21.4%6人小規模多機能

10.7%3人看護小規模多機能

生
活
の
改
善
に
向
け
て
、
代
替
が
可
能
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特養やその他施設等に、入所・入居できていない理由をみると、要介護３以上で、約４割が申
込をしていない状況です。また、特養以外の住まい・施設等においても、要介護３以上で、約４
割が申込をしていない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.0%

62.9%

39.0%

3.9%

2.9%

4.9%

5.3%

0.0%

9.8%

3.9%

0.0%

7.3%

22.4%

20.0%

24.4%

14.5%

14.3%

14.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=76)

要支援1～要介護2(n=35)

要介護3～要介護5(n=41)

申込をしていない 空きがない 希望の住まい･施設等に空きがない

医療処置を理由に入所･入居できない その他 無回答

52.9%

75.0%

42.9%

23.5%

12.5%

28.6%

3.9%

0.0%

5.7%

2.0%

0.0%

2.9%

13.7%

12.5%

14.3%

3.9%

0.0%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=51)

要支援1～要介護2(n=16)

要介護3～要介護5(n=35)

申込をしていない 空きがない 希望の施設に空きがない 医療処置を理由に入所できない その他 無回答
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過去１年間に、施設等から退所・退居した人をみると、「特定施設」や「特養」では退去者のう
ちの７割、「グループホーム」では退去者のうちの３割が死亡しています。今後は、こうした居住
系サービスにおいてもより多くの看取りを担う役割が求められる可能性があります。 
 

 

 

 

 

 

  

合計死亡居所変更サービス種別

11人2人9人住宅型有料

100.0%18.2%81.8%(n=2)

5人0人5人軽費

100.0%0.0%100.0%(n=1)

0人0人0人サ高住

0.0%0.0%0.0%(n=0)

41人14人27人GH

100.0%34.1%65.9%(n=12)

118人84人34人特定

100.0%71.2%28.8%(n=8)

0人0人0人地密特定

0.0%0.0%0.0%(n=0)

66人6人60人老健

100.0%9.1%90.9%(n=2)

0人0人0人療養型・介護医療院

0.0%0.0%0.0%(n=0)

86人64人22人特養

100.0%74.4%25.6%(n=5)

9人8人1人地密特養

100.0%88.9%11.1%(n=1)

336人178人158人合計

100.0%53.0%47.0%(n=31)
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  【ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ】
新規入所 退所

35人 27人(65.9%)12施設

定員180人
41人 居所変更

14人(34.1%)

死亡

【特定施設】
新規入所 退所

118人 34人(28.8%)8施設

定員882人
118人 居所変更

84人(71.2%)

死亡

【特養】
新規入所 退所

83人 22人(25.6%)5施設

定員375人
86人 居所変更

64人(74.4%)

死亡
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居所変更した人の要支援・要介護度をみると、要介護２以下の居所変更率は 8.5％となってい
ます。また、施設における死亡率は 63.7％となっています。 

居所変更した理由については、「医療的ケア・医療処置の必要性の高まり」「費用負担が重く
なった」「必要な身体介護の発生・増大」が多く挙げられています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合計申請中死亡介5介4介3介2介1支2支1自立サービス種別

11人0人2人0人3人3人1人2人0人0人0人住宅型有料

100.0%0.0%18.2%0.0%27.3%27.3%9.1%18.2%0.0%0.0%0.0%(n=2)

5人0人0人0人0人2人1人1人1人0人0人軽費

100.0%0.0%0.0%0.0%0.0%40.0%20.0%20.0%20.0%0.0%0.0%(n=1)

0人0人0人0人0人0人0人0人0人0人0人サ高住

0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%(n=0)

41人0人14人9人5人8人4人1人0人0人0人GH

100.0%0.0%34.1%22.0%12.2%19.5%9.8%2.4%0.0%0.0%0.0%(n=12)

118人0人84人6人7人9人2人8人0人2人0人特定

100.0%0.0%71.2%5.1%5.9%7.6%1.7%6.8%0.0%1.7%0.0%(n=8)

0人0人0人0人0人0人0人0人0人0人0人地密特定

0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%(n=0)

0人0人0人0人0人0人0人0人0人0人0人療養型・介護医療院

0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%(n=0)

86人0人64人10人11人1人0人0人0人0人0人特養

100.0%0.0%74.4%11.6%12.8%1.2%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%(n=5)

9人0人8人1人0人0人0人0人0人0人0人地密特養

100.0%0.0%88.9%11.1%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%0.0%(n=1)

270人0人172人26人26人23人8人12人1人2人0人合計（老健除外）

100.0%0.0%63.7%9.6%9.6%8.5%3.0%4.4%0.4%0.7%0.0%(n=29)

63.7%
8.5%

★施設等における死亡率（向上を目指す）

★要介護２以下の居所変更率（低下を目指す）

1 

10 

7 

25 

6 

2 

2 

11 

15 

0 5 10 15 20 25 30

必要な支援の発生・増大

必要な身体介護の発生・増大

認知症の症状の悪化

医療的ケア・医療処置の必要性の高まり

上記以外の状態像の悪化

状態等の改善

必要な居宅サービスを望まなかったため

費用負担が重くなった

その他
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資格を有する介護職員の割合をサービス系統別に集計してみると、介護福祉士が占める割合
は、全体では 58.2％、訪問系と施設・居住系では約６割、通所系では５割台半ばでした。 

なお、資格を有していない職員の割合は、全体では 15.5％、通所系では 18.4％、施設・居住
系では 16.6％となっている一方、訪問系では 2.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資格を有する介護職員の割合を年齢別に集計してみると、30～50 歳代で介護福祉士の割合が６
割を超えています。一方、介護職員実務者／初任者研修修了等は年齢が上がるにつれて割合が増
える傾向にあります。また、60 歳以上では、介護福祉士の割合は半数を下回り、資格を有さない
職員が増えています。 
 

 

 

 

  

58.2%

60.9%

55.5%

58.8%

6.1%

6.5%

7.4%

5.7%

19.2%

25.4%

17.5%

18.5%

15.5%

2.4%

18.4%

16.6%

1.0%

4.7%

1.2%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=1817)

訪問系(n=169)

通所系(n=418)

施設・居住系(n=1208)

介護福祉士 介護職員実務者研修修了等 介護職員初任者研修修了等 いずれも該当しない 無回答

58.2%

35.2%

49.2%

63.4%

68.9%

66.5%

36.5%

12.5%

6.1%

12.4%

4.9%

4.1%

3.0%

6.5%

14.6%

25.0%

19.2%

26.7%

27.4%

21.1%

16.9%

12.1%

18.2%

6.3%

15.5%

25.7%

15.8%

11.0%

11.2%

13.5%

29.7%

50.0%

1.0%

0.0%

2.6%

0.5%

0.0%

1.5%

1.0%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=1817)

70歳以上(n=105)

60歳代(n=266)

50歳代(n=418)

40歳代(n=472)

30歳代(n=340)

20歳代(n=192)

20歳未満(n=16)

介護福祉士 介護職員実務者研修修了等 介護職員初任者研修修了等 いずれも該当しない 無回答
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サービス系統別の、介護職員の雇用形態別は、施設・居住系では正規職員が６割を超えていま
すが、訪問系及び通所系ではともに 46.2％となっています。 

これを性別・年齢別でみると、訪問系では 50～60 歳代の非正規の女性職員が高い割合を占め
ているのに対し、通所系では、50 歳代の女性職員が占める割合が高くなっています。 

さらに、施設・居住系では他のサービス系統と比較して、男女ともに 30 歳未満の正規職員の割
合が比較的高いことがわかります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.4%

46.2%

46.2%

61.3%

43.3%

51.5%

53.6%

38.7%

0.3%

2.4%

0.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=1817)

訪問系(n=169)

通所系(n=418)

施設・居住系(n=1208)

正規職員 非正規職員 無回答

0.6%

2.6%

7.5%

7.9%

3.1%

2.4%

0.4%

0.4%

2.4%

6.7%

7.1%

2.6%

0.9%

0.1%

0.3%

7.9%

11.1%

18.1%

19.8%

12.2%

5.4%

0.2%

5.4%

6.3%

10.0%

10.5%

3.1%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）
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0.6%

1.2%

1.2%

5.9%

0.6%

1.2%

0.6%

0.6%

1.2%

0.6%

5.3%

0.6%

0.0%

0.0%

0.0%

1.8%

10.7%

17.8%

20.1%

20.1%

11.2%

0.0%

1.2%

4.7%

12.4%

10.1%

5.9%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）

0.0%

1.0%

3.3%

3.6%

2.9%

3.1%

1.2%

0.0%

0.7%

2.4%

3.3%

2.4%

0.7%

0.5%

0.0%

5.0%

10.5%

23.2%

27.0%

13.9%

5.0%

0.0%

2.6%

5.0%

11.0%

13.2%

3.3%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）
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0.8%

3.5%

9.7%

9.5%

3.6%

2.3%

0.1%

0.5%

3.2%

8.9%

8.5%

3.0%

1.1%

0.0%

0.4%

9.6%

11.3%

16.4%

17.2%

10.7%

4.8%

0.2%

6.9%

7.0%

9.4%

9.6%

2.7%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40%

0%10%20%30%40%

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

男性（正規職員） 男性（計） 女性（正規職員） 女性（計）
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サービス系統別の雇用形態別の１人１週間あたりの勤務時間は、施設・居住系では、他のサー
ビス系統と比較して勤務時間が⾧く、平均では 32.3 時間程度となっています。 

また、訪問系の身体介護の提供時間について、平日と土日を比較すると、土日ではサービス提
供時間が低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.8 

21.9 

29.8 

32.3 

37.2 

32.5 

35.2 

38.2 

22.4 

11.9 

25.2 

22.8 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

全サービス系統(n=1807)

訪問系(n=160)

通所系(n=417)

施設・居住系(n=1208)

合計 正規職員 非正規職員

30.6 

8.0 
13.9 

7.0 

0

5

10

15

20

25

30

35

平日 土日

正規職員 非正規職員
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過去１年間の介護職員は、「施設・居住系」を除くすべてのサービス系統で増加し、最も増加割
合が高かったのは「訪問系」で＋9.6％でした。特に正規職員の増加割合が高くなっています。前
回と比較すると、正規職員の離職者が多いことがうかがえます。 

また、過去１年間に採用された職員（前の職場が介護の人）について、前の職場が同一の市区
町村か、別の市区町村かを集計したところ、約半数の職員は前の職場が他の市区町村であり、介
護人材の流入があることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

昨年比離職者数採用者数職員総数サービス系統
（該当事業所数）

小計非正規職員正規職員小計非正規職員正規職員小計非正規職員正規職員小計非正規職員正規職員

101.5%102.8%100.6%315人173人142人342人194人148人1801人776人1025人全サービス系統(n=106)

109.6%107.6%112.9%43人34人9人65人45人20人252人156人96人訪問系(n=23)

103.4%106.1%100.5%45人27人18人58人39人19人394人210人184人通所系(n=39)

99.3%99.5%99.2%227人112人115人219人110人109人1155人410人745人施設・居住系(n=45)

現在の職場
前の職場の場所

施設・居住系通所系訪問系全サービス系統

100.0%94人100.0%16人100.0%6人100.0%116人合計

42.6%40人75.0%12人16.7%1人45.7%53人同一市区町村

56.4%53人25.0%4人83.3%5人53.4%62人他の市区町村
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過去１年間の介護職員の採用者で多いのは、「以前は介護以外の職場で働いていた、または働い
ていなかった」人が「施設・居住系」の職場に採用される動線、「施設・居住系」間の動線となっ
ています。 
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60
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2

n=202

施設・居住系

訪問系
（小多機・看多機含む）

通所系

その他の
介護サービス

訪問系
（小多機・看多機含む）

通所系

施設・居住系

今の職場転職者の前職場

以前は

介護以外の職場で

働いていた

または

働いていなかった
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訪問介護のサービス提供時間の内容別の内訳をみると、３サービスにおいては、「身体介護」の
提供時間が全体の８割以上を占めており、３サービス以外（出来高払い）のサービスと比較して
⾧いことがうかがえます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問介護員の年齢別のサービス提供内容をみると、年齢が低くなるにつれ、身体介護の占める
割合が高くなり、サンプル数は少ないものの 20 歳代では 100.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.1%

84.4%

66.6%

4.1%

1.2%

4.3%

5.2%

0.0%

5.7%

22.6%

14.4%

23.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=169)

小多機・看多機・定期巡回(n=25)

上記以外の訪問系サービス(n=143)

身体介護 買い物 調理・配膳 その他生活援助

68.1%

45.2%

68.6%

73.1%

74.6%

78.4%

100.0%

68.8%

4.1%

5.3%

4.1%

4.4%

2.6%

2.7%

0.0%

0.0%

5.2%

18.1%

4.9%

4.8%

1.8%

3.0%

0.0%

0.0%

22.6%

31.4%

22.4%

17.8%

21.0%

15.9%

0.0%

31.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=169)

70歳以上(n=20)

60歳代(n=37)

50歳代(n=38)

40歳代(n=40)

30歳代(n=23)

20歳代(n=5)

20歳未満(n=1)

身体介護 買い物 調理・配膳 その他生活援助
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訪問介護提供時間を職員の年齢別にみると、身体介護・生活援助ともに 60 歳代の割合が高く、
約３割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3% 0.6%

16.0%

22.5% 22.1%

27.2%
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1.3% 0.6%
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19.2%

15.3%
13.8%
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10%

15%

20%

25%

30%

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

全体 正規職員

0.9% 0.0%

10.6%

19.3%

16.3%

28.7%

12.7%

0.9% 0.0%
4.3%

13.4%

5.8%

12.1%

1.3%
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

全体 正規職員
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１点目のポイントである要介護者の在宅生活の継続に向けて、介護者の不安に感じる介護につ
いては、要介護３以上では「日中・夜間の排泄」「認知症状への対応」において不安が多い傾向に
あります。この２点については、訪問系サービスの利用回数とともに、介護者の不安が軽減する
傾向が見られたので、具体的な取組を検討していく必要があると考えられます。 

また、２点目のポイントである介護者の就労継続に向けて、「問題なく、続けていける」と感じ
ている人はフルタイム・パートタイム勤務ともに約３割となっています。また、就労継続が困難
と考えている人ほど、「認知症状への対応」「日中の排泄」等が高くなっています。 

この２点が在宅生活の継続が困難かどうかを判断するポイントになっている可能性があると同
時に、いかに軽減していくかが在宅限界点の向上を図るための重大なポイントになると考えられ
ます、地域密着型サービスの整備を進め、ソフト面の対策を図る必要があると考えられます。 

 

自宅等での生活の維持が難しくなっている理由のうち、本人の状態に属する理由では、要介護
度の重度化に伴い「必要な身体介護の増大」の割合が高くなり、その具体的な内容も「日中・夜
間の排泄」が多く、この調査からも排泄が在宅生活継続の困難かどうかを判断するポイントに
なっている可能性があることが示唆されます。 

また、「現在のサービス利用では、生活の維持が難しくなっている利用者」は、第８期の約164
人（5.5％）から約178人（7.2％）へと微増しましたが、緊急度の高い特養待機者はそのうち約
４％（第８期:約５％）と少なく、特別養護老人ホームの新設の必要性は低いと考えられます。 

 

医療機関に現状以上の看取りの役割を期待することが難しい背景から、施設への看取りの役割
の期待が高まっています。調査結果からは施設における死亡率は 63.7％となっています。今後
は、居所変更した理由で揚げられている「医療的ケア・医療処置の必要性の高まり」「費用負担が
重くなった」「必要な身体介護の発生・増大」の解決策を検討していく必要があります。 

 

第８期に続き、過去１年間の採用状況は採用者数＞離職者数の傾向があります。ただし、第８
期と同様に、訪問系のサービスにおいては、介護職員の高齢化が高く、正規職員の占める割合が
男女ともに低いという現状です。身体介護のニーズが今後もより一層高くなり、他調査からも訪
問系のサービス需要がうかがえることから、若年層の職員・正規職員といった人材確保のための
方策を検討に加え、介護DXや介護ロボット等の導入等による現場の負担軽減を検討する必要があ
ると言えます。 


